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的に対応できる体制づくりを進めていく必要があります。

国は、市区町村の取組として、以下の取組を介護保険法の地域支援事業に位

置付けており、本市としても、その確実な実施に努める必要があります。

■ 課題

本市において、医療職や介護職など、関連する様々な職種の人たちが、それ

ぞれができることを通して連携し、高齢者を支えていく仕組みづくりを推進す

るうえで、市は、そのコーディネーターとしての役割を果たしていくことが求

められています。

高齢者にとって、医療と介護は一体のものです。市は、それぞれの職種が、

支援を必要とする高齢者本位の視点に立ち、相互理解を深めながら、目的・意

識の共有が図られるよう、方向性を示しつつ、支援していく必要があります。

■ 取組の方向性

市又は各地域包括支援センターが開催する地域ケア会議と医師会、歯科医師

会、薬剤師会の連携・協力体制の強化に努めるとともに、多職種が参加する研

修会等を開催するほか、多職種の連携強化に資する様々な活動主体の取組に対

し、支援します。

また、地域の医療・介護関係者や地域包括支援センター等からの相談を受け

付けるとともに、在宅医療・介護連携に関する情報提供等を行う支援窓口の設

置について検討します。

■ 評価の指針

市が主催する多職種連携の推進を目的とする会議、研修会等の開催をもって

評価します。

＜在宅医療・介護連携推進事業＞

(1) 地域の医療・介護サービス資源の把握

(2) 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議

(3) 在宅医療・介護連携支援センター（仮称）の運営等

(4) 在宅医療・介護サービス等の情報の共有支援

(5) 在宅医療・介護関係者の研修

(6) 24時間365日の在宅医療・介護サービス提供体制の構築

(7) 地域住民への普及啓発

(8) 二次医療圏内・関係市区町村の連携

－ 44－



－ 45－



－ 46－



－ 47－



－ 48－



－ 49－



－ 50－



－ 51－



－ 52－



－ 53－



－ 54－



－ 55－



－ 56－



－ 57－



－ 58－



－ 59－



－ 60－



－ 61－



－ 62－



－ 63－



－ 64－



－ 65－



－ 66－



－ 67－



－ 68－



－ 69－



消費生活出前講座について

本市では市民相談センターにおいて、「消費生活出前講座」を次のとおり開催

しております。

■ 目的

悪質商法や消費生活に関する情報を広く知ってもらい、悪質商法の被害を防

止します。

■ 事業内容

老人クラブや町内会、婦人会、趣味の団体、学校などに講師を無料で派遣し、

悪質商法や消費生活に関する情報提供を行います。

② 高齢者虐待の防止【継続】

■ 目的

高齢者が尊厳を保ち生きていけるように、虐待の防止と保護のための措置を

行い、また、高齢者を支える養護者の負担軽減を図るため、平成18年から「高

齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」が施行されて

います。本市では、虐待を受けている高齢者だけでなく介護ストレスをかかえ

ている養護者も含め支援を行い、この法律の実施主体としての役割を果たして

いきます。

■ 現状

高齢者虐待の防止、早期発見および支援のため、行政機関、法律関係者、医

療機関、介護事業者などからなる高齢者虐待防止連絡協議会を開催し、関係機

関の連携を図っています。協議会で出された意見を参考に、虐待防止のための

施策に取り組んでいます。また、平成26年度からは地域包括支援センターを18

箇所に増設し、虐待の相談窓口を拡大しています。

■ 事業の評価、検証、課題等

高齢者虐待を取り巻く様々な課題で対応するため、業務の責任主体である市

の体制を強化することで、現場での虐待対応の中心となる地域包括支援センタ

ーに対して、適切に指導および支援を行う必要があります。

また、虐待を受けた高齢者の保護に柔軟に対応するため、居室を確保するた

めの対応を充実する必要があります。
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